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１．価値観 （企業理念、価値創造モデル）
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２．ビジネスモデル
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３．持続可能性・成長性・戦略（KPI） ①
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３．持続可能性・成長性・戦略（KPI） ②
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３．持続可能性・成長性・戦略（KPI） ③

当社の資本コスト7～8％を踏まえ、経営指標としてROE目標を設定。
また、ROE目標を達成するために全社でのROA目標を定めると共に、各セグメント
においても中期経営計画最終年度のROA目標を掲げる。
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３．持続可能性・成長性・戦略（KPI） ④

投融資からの収益貢献 中期経営計画2020における
投資方針

【基本方針】
１．機能の獲得・拡大・活用
２．マーケットの拡張・獲得・創造
３．各本部の幹を太くするための

新たな領域拡大

×
【規律ある投融資】
中期経営計画3か年での
全社基礎的CFの黒字維持

【投資対象】
● サステナビリティの考え方に

沿った事業
● 全社・本部戦略に基づく投融資、

投資目的が明確である事業
● 投資目的の実現とバリューアップ

が可能な事業
● 当社の裁量でExitが可能な事業
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３．持続可能性・成長性・戦略（KPI） ⑤

推進・実行体制
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３．持続可能性・成長性・戦略（KPI） ⑥
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３．持続可能性・成長性・戦略（KPI） ➆
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３．持続可能性・成長性・戦略（KPI） ⑧

Dow Jones Sustainability Index (DJSI)
2018年、2019年2年連続で「World」「Asia 
Pacific]の構成銘柄に選定

FTSE4Good Index Series  および
FTSE Blossom Index
2018年、2019年2年連続で構成銘柄に選定

MSCI 日本株女性活躍指数 (WIN)
2017年から3年連続で構成銘柄に選定

SAM Sustainability Award
米国のS&Pグローバル社によるサステナビリ
ティ格付けにおいて、2年連続で「シルバー
クラス」に選定

CDP
2019年に気候変動において「リーダーシッ
プ」レベルの「A-」と認定

なでしこ銘柄
2017年から3年連続で「なでしこ銘柄」に選定
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４．ガバナンス ①
コーポレート・ガバナンス体制

2019年6月末現在 2020年6月末予定

機関設計 監査役会設置会社 同左

取締役 6名 （うち社外取締役2名） 7名 （うち社外取締役3名）

（うち女性1名） （うち女性２名）

取締役会議長 会長（代表権なし） 社外取締役

監査役 5名 （うち社外監査役4名） 5名 （うち社外監査役3名）

定款上の取締役任期 1年 同左

取締役会の任意諮問機関 指名委員会および報酬委員会を設置 同左

（両委員会共に委員長は社外取締役）

会計監査人 あずさ監査法人 同左

2020年度における取組み（次期中期経営計画に向けて）

・社長、経営陣のサクセッションプランの策定
・役員報酬制度の見直し
・経営課題解決、持続的な企業価値向上に資する体制の検討
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４．ガバナンス ②

取締役の報酬は、業績と連動しない固定部分である基本報酬(金銭)及び基本報酬(株式)と、業績と連動
する業績連動報酬(金銭)及び業績連動報酬(株式)とで構成。基本報酬は役位に応じ、業績連動報酬は取締
役の役位に応じて対象期間における事業年度の連結当期純利益の額に連動。
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４．ガバナンス ③
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５．成果（財務パフォーマンス） ①
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中期経営計画
2014

中期経営計画
2017



５．成果（財務パフォーマンス） ②
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５．成果（財務パフォーマンス） ③
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６．気づき・課題

持続的な企業価値創造のための自社の競争力を高め、

投資家をはじめとするステークホルダーの理解を深めるために、

自社の価値創造プロセスにおいて、以下が重要であることを改めて認識。

◆ 競争力の根源・発揮の仕方の明確化と強化

⇒ 経営資源としての人財（人的資本）が如何に競争力を

創造するのか。そのための投資とその成果。

⇒ M&Aを含む投資戦略の強化・実行ならびにその成果。

⇒ 将来の競争力に向けた取り組み強化。

◆ PL結果重視から、持続的成長・企業価値創造重視へのシフト

⇒ 企業文化・風土、組織体制・経営システムの見直し

⇒ KPI(役員報酬にも反映する)の見直し
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